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半導体産業における研究開発投資と生産性に関する分析 

 

○濱地宏太，渡辺千仭（東京工業大学） 

 
 
1. 序 

1.1  背 景 

(1) 世界半導体市場 

 世界の半導体市場はアジア・パシフィック、特に台湾、

韓国を中心に着実に成長している。特に、トランジスタ

ーの発見から始まった半導体産業の約 50 年の平均成長

率は 10％強と他産業には見られない成長を遂げている。

現在、世界半導体市場は約 30 兆円となり、世界ＩＴ(情

報技術)産業の130兆円のうち23％を担い中核を成して

いる。現在では半導体は民生用が多くを占めるようにな

り、パソコン、液晶テレビ、プラズマテレビなどのデジ

タル家電、携帯電話などに用いられる最大の部品産業で

ありＩＴ機器の心臓部分であると言える。 

さらに、ＢＲＩＣｓやネクスト 11 などの新興国の台頭

による世界的な市場変化により、パソコンからデジタル

家電、携帯電話、自動車の需要が増す動きが見られ、そ

れにともない半導体産業も成長を続けていくと考えら

れる。特に、ローエンド層が開拓されたことで、従来の

巨額の研究投資、設備投資を実行し最先端の市場を刈り

取るだけではなく、ローエンド層向けの製品のローコス

ト化をより視野に入れた企業も出現し、企業の横並び志

向はこれからより希薄になると考えられる。 

(2) 日本半導体市場 

ＷＴＳＴによる世界半導体市場規模（図 1）でも分か

るように、日本の半導体産業は 80 年代後半のピーク時

には圧倒的なシェアを誇っていた。しかしながら９０年

代からは、半導体のコアがパソコン産業となり、インテ

ルやマイクロソフトなどのアメリカ企業にパソコンの

ＯＳ部分を占有され後退し始めた。さらには韓国、台湾

勢が得意のメモリー分野をいかし、急速にキャッチアッ

プし、日本半導体産業の後退が進行している。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 半導体市場規模 

このような状況下でありながら、科学技術研究報告によ

ると半導体を含む電子部品・デバイスは製造業のなかで

も、2005 年度には 26.7％増加し、研究開発投資の伸び

が大きい産業である。しかしながらこうした研究開発投

資の増加が日本における半導体産業の成長を促してい

るとは言えない状況である。また、半導体は他の製造業

と比較しても非常に技術革新のスピードの速い産業で

もあるため、研究開発投資が製品化に生かされていない

という状況もうかがえる。 

さらに電子部品・デバイス産業の営業利益率は他産業と

比較しても非常に低い推移をしている。（図 2） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 営業利益率の推移 

半導体企業に目を向けると、日本の半導体企業は世界全

体を見ても営業利益率が低い。アイサプライ社による半

導体企業の 2006 年売上高ランキングと営業利益率ラン
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キングを比較すると、売上高トップ 25 に、東芝をはじ

め４社が名を連ねるが、営業利益率トップ 25 には一社

も入っていない。このことから半導体企業の営業利益率

の低迷に問題があると考えられる。 

(3) 日本企業の動向 

 日本半導体産業において、現在活発な再編の動きが生

じている。(図 3) 

図 3. 業界再編の動向 

 

例えば、現在世界でも有数の半導体企業であるルネサス

テクノロジは三菱電機と日立製作所が半導体事業を分

社化し、共同出資した企業である。また、ここ数年で急

成長を遂げたエルピーダメモリはＮＥＣと三菱電機と

日立製作所のＤＲＡＭ事業を分社化により成長を成し

遂げた。現在、日本国内だけで 37 もの半導体メーカー

が林立する状況にありこれからもさらなる業界の再編、

淘汰が進むものと考えられる。 

合併や分社化だけでなく、共同研究、開発の動きも活発

なってきている。一社だけで、莫大な研究開発費や設備

投資をおうことは企業にとって厳しい状況であり、共同

研究、開発が増加している。例として、次世代ディスプ

レイの本命といわれる有機ＥＬの分野において、松下電

器産業、日立製作所、キヤノンの共同開発・提携が発表

された。他にも東芝、ソニー、ＮＥＣエレクトロニクス

の３社による 45nｍまでの半導体を共同開発、松下電器

産業とルネサステクノロジが 65nｍからの半導体を共

同開発している。 

こうした共同研究・開発の 2008 年以降も大きな流とし

て続いていくことが予想される。 

しかし、大手だけではなく中堅の半導体企業であっても、

世界的な技術や競争力を持つ企業が多く存在する。例え

ば、沖電気はアミューズメント向けのメモリーで業界ト

ップであり、その他にもサンケン電気、富士電機デバイ

ステクノロジー、新電元工業はパワー半導体に強く独自

の地位を確立している。つまり、国内に半導体メーカー

が林立しているということは、中小企業の技術力の高さ

を物語っているとも考えられる。また、独自の技術、製

品の強みを生かした研究開発を行っていると考えられ

る。 

こうした背景から、日本の半導体産業も徐々に復調の兆

しが見え、世界半導体産業の 2006 年度平均成長率が

8.9％であるのに対し、日本は 14.8％と大きく上回る成

長をみせた。また、半導体をはじめとした電子部品・デ

バイスを使用する電気機器は多くのメーカーが日本に

はあり、まだ成長の余地が充分残されている。 

1.2 仮 説 

前節で述べたような背景から以下の二つの仮説を導

いた。 

(1) 日本の半導体産業において、研究開発が収益に結び

ついていない。 

(2) 特に日本の半導体産業において、売上の大半を占め

る大手企業の研究開発が、中小企業に比べ効率的ではな

い。 

1.3  研究の目的 

 収益性と研究開発投資についての研究として、産業

間の比較や、電気機械という括りでの研究は多くされて

きているが、電気機械産業内での電子部品・デバイス、

半導体に絞った研究は少ない。そのため、本研究では電

気機械のなかでも、電子部品・デバイス、半導体に焦点

をあて、研究開発投資と収益性の関係について研究を行

う。 
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2. 分析のフレームワーク 

2.1 データ構築 
2003年から 2007年の日本半導体企業売上上位 20社

の各企業の有価証券報告書を元に、企業の半導体の属す

るセグメントの売上高、営業利益、研究開発費のデータ

を用いた。 

また、日本銀行の企業物価指数（ＣＧＰＩ）により、企

業の売上額実質化した。 

以上のようにして企業データから売上高と営業利益か

ら営業利益率を抽出し、また研究開発費と売上高から研

究開発強度( S
R )を算出する。このとき、研究開発の売

上として成果が出るまでのタイムラグをとる必要があ

る。多くの既存研究のなかでも半導体の研究開発と陳腐

化のスピードは年々速まっていることが言われている。

本研究では 2008 年のＫPMG 社とＧＳＡ(Global 

Semiconductor Alliance) お よ び Ｃ Ｅ Ａ (Consumer 

Electronics Association：全米家電協会)の調査を参考

に、メーカーの研究開発に要する期間は 18～21 ヶ月と

いうことから 2 年とした。 

それにより得られた 20 社それぞれのデータの 2005 年

-2007 年平均を表 1 に示す。 

 
表 1 20 企業の売上、OIS、研究開発強度 

－（2005-2007 平均）－2000 年実質化 
 

2.2 分析手法 

営業利益率と研究開発強度の関係を分析することで

企業の研究開発の生産性を分析する。ここで回帰分析に

より、最適となるような研究開発強度となる点を分析し、

そのなかでも研究開発強度の大きな企業の特徴から日

本企業の利益率の低さを分析する。 

 

3. 分析結果 

利益率と研究開発の関係を見るために、表１の

2005-2007平均の企業の営業利益率と研究開発強度の

関係を分析した。 

その結果は図 4に示す通りであり回帰結果は以下の式

(1)のようになる。 

図4. 営業利益率と研究開発強度の関係 
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この結果、高すぎる研究開発強度は利益率を下げること

が分かる。研究開発強度が 6.65％のとき最も営業利益

率が高くなり、それ以上の研究開発を企業が行うと逆に

営業利益率が下がることが分かる。 

特に研究開発強度が 6.65％以上の企業について考察し

てみると、東芝、ソニー、ＮＥＣエレクトロニクスなど

の大手総合電機メーカーが名を連ねている。多くの事業

分野を持つ企業であるがため多額の研究開発投資とな

り、そのため利益率が低いと考えられる。そうした大手

企業とは逆に、中堅企業にはそれぞれの企業に強みのあ

る事業、製品分野に研究開発を集中することから、研究

開発が利益率に結びついている。 

企業名 実質売上高（10億円） ＯＩＳ（％） Ｒ/Ｓ（％）
東芝 2241.9 6.80 7.77
ルネサステクノロジ 1569.0 2.83 9.53
ソニー 1173.2 2.77 14.82
NECエレクトロニクス 1131.9 -2.06 10.11
エルピーダメモリ 529.9 7.11 4.49
富士通 1173.2 3.41 4.06
松下 1873.8 8.70 8.11
ローム 604.9 8.83 5.14
シャープ 1821.6 9.55 3.75
三洋半導体 1528.5 5.71 3.39
沖電気 242.2 1.74 2.08
三菱電機 227.6 7.43 5.82
サンケン電気 240.2 9.77 1.50
富士電機デバイステクノロジー 313.2 6.88 2.92
セイコーエプソン 759.8 -4.02 2.42
旭化成エレクトロニクス 184.6 19.38 4.67
ミツミ電機 440.3 6.30 2.72
新日本無線 85.0 11.83 7.43
川崎マイクロエレクトロニクス 74.3 3.52 2.42
新電元工業 76.3 2.06 2.97
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事業売却、買収、合併などにより、こうした中堅企業の

ようにそれぞれの企業がそれぞれの事業分野、製品分野

に集中することが日本の半導体産業には必要である。ま

た共同研究を積極的に推し進めることで一社あたりの

研究開発費の軽減も重要になってくる。 

 

4. 結 論 

4.1 主要知見 

 これまで見てきたように、日本の半導体産業は、80

年代後半をピークに世界でのシェアが低下の一途をた

どってきた。そのなかでも特徴として海外企業に比べ、

日本企業の利益率の低さが際立っている。しかしその一

方、研究開発費は日本の製造業の中でもかなり高い成長

率を示している。 

しかしながら、日本の半導体産業において、多額の研究

開発投資を行うほど利益率が高まるというわけではな

く、適切な研究開発強度が利益率につながることがわか

った。なかでも、研究開発強度が大きい傾向にある大手

企業は一社で研究開発を賄うのではなく、事業、製品分

野の売却や買収、合弁会社設立などの業界再編の動きや

企業間の共同研究をさらに加速させることで研究開発

費を下げ、適切な研究開発強度にする必要がある。 

また、それぞれの企業が世界トップクラスの製品分野を

保有している。そうした製品に研究開発を集中させるこ

とが、日本が世界市場のなかでシェアを回復させること

になると考えられる。 

4.2 今後の課題 

これまで述べてきたように、現在日本の半導体業界は

再編が始まり、今後も進んでいくことが予想されている。 

こうした背景のなか、産業特有の成長支配要因を分析、抽

出することで、半導体業界最適レジリエンス構造の提案を

していきたい。成長支配要因としては近年多くの企業が多

額の設備投資を行っているため、設備投資や、規模などが

考えられる。 

特に業界の重要な背景となっている、業界再編の中心であ

る事業分野の売却や買収による、事業、製品の「選択と集

中」についてより深化した分析を行いたいと考えている。 

また日本だけでなく、グローバルな視点に立ち日本企業と

世界の企業の比較分析により、日本企業が世界基準に立ち

世界市場のなかでシェアを回復していくための要因を分析

していきたい。 
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